
「法の支配」を“守る”から“支える”へ 

――分断の時代に日本が担うべき橋渡し型制度構築外交―― 

     久米田倭人 

 

第二次世界大戦後に形成されたリベラル国際秩序の中核である「法の支配」は、いま

存続自体が試されている。2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻は、主権、領土一

体性、武力不行使という国連憲章の原則に真っ向から挑戦した（注一）。そのため近年の

危機は、しばしば「法の支配の危機＝軍事的安全保障問題」として理解されてきた。もち

ろんこの理解は正しい。日本にとっても、力による現状変更が常態化すれば、海上交通

路、通商、投資、資源確保、安全保障のすべてが不安定化するからである。だが、危機は

それだけではない。2026 年に入り、米国がベネズエラ、イラン、キューバをめぐって強

硬な措置を相次いで打ち出したことは、法の支配を主導してきた側の国家であっても、法

の適用を選択的に見せうることを示した（注二）。いま揺らいでいるのは、法が破られて

いるという事実だけではない。法が恣意的に運用され、信頼されなくなっているという認

識そのものである。 

 私は、現在の危機を三つの層で捉えるべきだと考える。第一は、武力による現状変更の

拡大である。ウクライナや中東の情勢が示すように、ここでは抑止力、同盟、国際法に基

づく非難が不可欠であり、日本にとっても現実の安全保障問題である。第二は、大国によ

る規範の選択的運用である。敵対国の違反には厳しく、自国や同盟国の逸脱には鈍感であ

れば、「法の支配」は普遍原理ではなく政治的道具として受け取られる。第三は、グロー

バルサウスに蓄積してきた不信である。植民地支配の記憶、冷戦期の介入、経済秩序の不

均衡が残る中で、多くの国は国際秩序を「一部の強国に有利なルール」と見ている。法は

強制だけでなく正統性によっても支えられる。真の危機は、執行力だけでなく法の正統性

と説得力が同時に傷ついていることにある（注三）。 

 さらに見落としてはならないのは、法の支配の危機が戦車やミサイルだけで表れるわけ

ではないという点である。経済的威圧、サプライチェーンの寸断、重要インフラへのサイ

バー攻撃、偽情報の拡散、海洋法を無視したグレーゾーン行動など、「戦争未満」の圧力

もまた、ルールに基づく秩序を日常的に侵食している。しかもこうした手法は責任の所在

を曖昧にしやすく、被害国が法的救済を求めにくい。ゆえに日本は、軍事安全保障と経済

安全保障、平時と有事、海洋・サイバー・通商を分断して考えるのではなく、同じ秩序問

題の連続面として捉える必要がある。 

 この状況で日本が果たすべき役割は、「法の支配を唱える国」から「法の支配を支える

国」へ転換することだ。日本は軍事覇権国家ではない。他方で、自由、民主主義、人権、

市場経済の恩恵を受け、戦後一貫して国際協調主義を掲げてきた海洋貿易国家である。資

源輸入の大半を海上輸送に依存する日本にとって、恣意的な力の支配よりも、予見可能な



ルールに基づく秩序の方が圧倒的に国益にかなう。法の支配は単なる道徳的標語ではな

く、日本の生存条件なのである（注四）。以上を踏まえ、日本が「法の支配を支える国」

となるためには、以下に示す五つの方向性を重層的に進める必要がある。 

 第一に、日本は「一貫性ある法の支配外交」を徹底すべきである。ロシアや中国に対し

てのみ法の支配を語るのでは足りない。中東や中南米を含め、主権侵害、人道危機、海洋

秩序の破壊、経済的威圧に対して、原則に基づき説明し続けるべきである。個別案件で立

場の差はありうるが、国連憲章、国際人道法、海洋法といった基礎原則については相手に

よって態度を変えないことが重要である。さらに日本は、国際司法裁判所、国際海洋法裁

判所、国際刑事裁判所など、国際司法機関の機能維持を継続的に支援し、自らも法的議論

の形成に積極的に参加すべきである。原則を述べるだけでなく、原則を実際に働かせる制

度を支えることが、日本の信頼を高める。ここで重要なのは、日本が「正しさ」を独占し

ないことである。「法の支配に基づく外交」は、相手を道徳的に断罪するレトリックであ

ってはならない。なぜその原則が必要なのか、違反がなぜ中小国ほど深刻な損害を受ける

のか、そして日本自身もまたその原則に拘束される意思を持つのかを示して初めて、説得

力を持つ。自らもルールに従うという自己拘束こそが、日本外交の強みである。 

 第二に、日本は G7 とグローバルサウスの橋渡し役を担うべきである。今日必要なの

は、価値を上から教える外交ではない。法の支配を、相手国の歴史的経験、国家建設の困

難、開発課題と接続して語り直す外交である。たとえば、制裁や安全保障だけを前面に出

すのではなく、食料、エネルギー、債務、気候変動、保健といった生活に直結する課題に

対し、安定したルールがどのように利益をもたらすのかを丁寧に示す必要がある。日本に

は、ASEAN との長年の関係、発展途上国への ODA、TICAD、G20 などを通じて培った

対話の蓄積がある。日本が果たすべき役割は、西側の「代弁者」ではなく、ルールが各国

にとっても利益となることを翻訳する「媒介者」である。その際、日本は「二重基準」へ

の批判から逃げてはならない。グローバルサウスの多くの国々が求めているのは、抽象的

な価値演説ではなく、なぜある違反には強く反応し、別の違反には弱いのかという説明で

ある。日本はその不信を否定するのではなく、正面から受け止めた上で、武力による現状

変更や民間人への深刻な被害を決して正当化しないという最低限の線を広く共有する努力

を続けるべきである。 

 第三に、日本外交は「実装する法の支配」を重視すべきである。法は理念だけでは根付

かない。裁判所、議会、行政、税関、選挙管理、汚職防止機関、沿岸警備機関が機能し、

人材が育ち、市民が制度にアクセスできてこそ、法は生活の中で信頼を獲得する。日本の

法制度整備支援は、①立法支援、②執行・紛争解決機関の能力向上、③司法アクセス改善

と人材育成を柱としており、「法律をつくるだけでなく、運用できるようにする」ところ

に特色がある（注五）。また JICA は、フィリピン沿岸警備隊への巡視船供与や、各国実

務者を対象とした海上法執行研修を通じて、海の法の支配を現場で支えている（注六）。



日本が国際社会に提供できる最大の価値は、この「制度を動かす力」である。加えて、こ

れからの制度支援は紙の法律や裁判手続だけにとどまらない。税関のデジタル化、透明な

公共調達、港湾・物流管理、サイバーセキュリティ、人身取引や違法操業への取締りな

ど、国家の統治能力そのものが問われる分野に広がっている。法の支配を支えるとは、制

度と技術と人材を結びつけ、国家が自立的にルールを運用できる土台を整えることにほか

ならない。 

 第四に、日本は抑止と制度支援を対立させてはならない。力による現状変更を防ぐに

は、自衛力の強化、日米同盟の維持、同志国との安全保障協力が不可欠である。他方で、

抑止だけでは秩序は長続きしない。違反のコストを高める抑止と、秩序に参加する利益を

広げる制度支援は、法の支配を支える車の両輪である。例えば、安倍政権以来の政府外交

方針である『自由で開かれたインド太平洋戦略（FOIP）』も、本来は対立陣営の形成を目

指したものではなく、法の支配、連結性、能力構築、海洋安全保障を一体で進める構想で

あった（注七）。安全保障と開発、原則と実務を切り離さない複合戦略こそ、日本外交の

現実的な強みである。 

 この第四の論点は、軍事安全保障に限られない。さらに日本は、サプライチェーンや重

要インフラ、先端技術の分野でも「ルールある競争」を支える必要がある。経済安全保障

を名目に各国が恣意的な制限を強めれば、世界は相互不信の連鎖に陥る。だからこそ日本

は、必要な防御措置を取りつつも、透明性、予見可能性、国際協調を重視するルール形成

で主導権を発揮すべきである。安全保障のための措置が、むしろ法の支配を空洞化させて

は本末転倒である。この点で日本には、海洋法や通商ルールだけでなく、サイバー空間、

データ流通、AI ガバナンスといった新領域でも役割がある。新しい技術領域では、覇権

争いがそのまま無秩序に転化しやすい。日本は安全、透明性、相互運用性を重視するルー

ル形成に関与し、先端分野でも「法の支配」が空文化しないよう支えなければならない。 

 第五に、日本は国連だけでなく、地域機構やミニラテラルな枠組みを通じて秩序を下支

えすべきである。今日の国際秩序は、特定の一国家や国際連合などの単一の中心では支え

きれない。ASEAN、AU、G7、G20、日米豪印、さらには海上保安やサイバーの実務協力

といった重層的な場を通じて、法の支配を「地域に根付かせる」発想が必要である。日本

は、対立の先頭に立って相手を屈服させる大国ではない。しかし、異なる立場の国々をつ

なぎ、制度を育て、秩序を日常の実務として定着させることはできる。日本は、各地域の

主体性を尊重することによって制度を共同設計する姿勢を示し、信頼を高めるべきであ

る。 

 国際秩序の危機とは、法が破られることだけではなく、法が信じられなくなることであ

る。だから分断の時代に必要なのは、法の支配を説教する国家ではなく、それを信頼され

る形で支える国家だ。法の支配を守るとは、違反を批判するだけでなく、法に従う利益を

各国が実感できる環境を育てることでもある。日本外交の使命は、法の支配を「守る」こ



とにとどまらない。法の支配が世界で「支えられる」条件をつくることにある。そのとき

日本は、単なる現状維持国家ではなく、現代の国際社会が抱える分断を越え、秩序の実効

性と正統性を再建する要の国家となりうる。それは日本が覇権国でなくとも秩序形成に参

加できる、最も現実的な道でもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注 

 

注一 国連憲章第二条第四項は、加盟国に対し、国際関係における「武力による威嚇又は

武力の行使」を禁じている。外務省『外交青書 2025』も、法の支配の下では「力又は威

圧による一方的な現状変更の試みは決して認められてはならない」と整理している。  

 

注二 2026 年の米国事例は、ホワイトハウス一次資料に依拠した。ベネズエラについて

は一月五日にマドゥロ拘束・引渡しが公表され、同 9 日にはベネズエラ資金をめぐる国家

非常事態措置が示された。イランについては 2 月 6 日の大統領令ファクトシートと三月一

日の対イラン軍事作戦公表、キューバについては 1 月 29 日の国家非常事態宣言と追加関

税措置が確認できる。 

 

注三 本稿の「法の支配は執行力だけでなく正統性にも依拠する」という見方は、

Thomas M. Franck の正統性論、Ian Hurd の国際法実践論、Martha Finnemore and Kathryn 

Sikkink の規範拡散論、Amitav Acharya の国際秩序多元論に依拠している。 

 

注四 外務省は、国際社会における法の支配を「友好的で平等な国家間関係から成る国際

秩序の基盤」と位置づける。また海洋秩序について、日本は資源輸入のほぼすべてを海上

輸送に依存し、「法の支配に基づく海洋秩序に支えられた『自由で開かれた海洋』は、日

本だけでなく国際社会全体の平和と繁栄に不可欠」であると説明している。  

 

注五 外務省「法制度整備支援 FAQ」によれば、日本の法制度整備支援は、①法案起

草・立法化支援、②執行・紛争解決機関の能力向上、③法制度・司法制度へのアクセス向

上を三つの柱とし、さらに法曹人材の育成を重視している。  

 

注六 JICA は、フィリピン沿岸警備隊に対する五隻の九七メートル級多目的巡視船の供

与計画を進め、その目的を海上法執行能力の向上と説明している。また、Knowledge Co-

Creation Program「Maritime Law Enforcement」では、国際法、海賊対策、薬物・密輸・人

身取引対策、鑑識訓練などを含む実務研修を実施している。  

 

注七 外交青書 2025 は、FOIP の具体的取組を「平和の原則と繁栄のルール」「多層的な

連結性」「『海』から『空』へ拡がる安全保障・安全利用」などとして整理している。首相

官邸も、法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序を掲げ、主権、領土一体性、紛争の平

和的解決を基礎とする FOIP を強調している。  
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